
DPCとパス（CP）

国立病院機構本部 総合研究センター

診療情報分析部 小林美亜

国際医療福祉大学 池田俊也



医療におけるCP

• ある特定の患者集団に対して、制約ある

医療環境の中で、患者志向の最良の医療

を実現するために、多職種から構成され

る医療チームが各々の専門性を活かし、

協働して効率よく仕事を行うとともに、

診療やケゕの最適化を図り、質改善を導

くためのマネジメント々ツール。



CPの活用目的

①業務を可視化することにより、各職種の役割分担を明確
にし、チーム医療を促進する。

②現今の医療水準で最も適切とされる診療々ケゕ計画に基
づくことで、医療の質の底上げを図る。

③質とコスト効率の側面から、診療々ケゕ内容の適正化を
図り、効果的な医療を展開する。

④退院計画をCPに組み込み、退院基準を明確に設定する
ことで、在院日数の短縮化を図る。

⑤外来、病棟、後方機関、地域との連携をシームレスにつ
なげる。

ただし、CPを作成しただけではその目的は達成さ
れない。目的を達成するための仕掛けをCPにあら
かじめ作っておくことが必要。



DPCに基づく包括支払方式下における
CPの活用の意義

１）ムダを減らし、コストの効率化、業務の効率化を

図る。

２）診療々ケゕのプロセスを適正化する取り組みを

通して、医療の質の保証々向上に努める。

３）在院日数短縮の対応として､「連携」を強化する。
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ムダ

①不必要あるいは根拠が不確かな診療々ケゕ行為を見直す。

②過剰な診療々ケゕ行為を見直す。

③コストと効果に基づいて医療材料々薬剤の使用を見直す。

④職種間や部署間で重複している業務を見直す。

⑤職種間での業務連携について、連携のプロセスと

役割分担について見直す。



①不必要あるいは根拠が不確かな
診療々ケゕ行為を見直す

• 現在、患者に提供している診療々ケゕ行
為について、不必要あるいはエビデンス
が不確かな診療々ケゕ行為が行われてい
ないかどうかを確認。

エビデンスの検索結果や診療ガイドラインに基づく



例〆乳癌診療ガ゗ドラ゗ン

【推奨グレード々エビデンスレベルの評価基準】

A〆十分なエビデンスがあり、推奨内容を日常診療で積極的に実践
するよう強く推奨する。

B:エビデンスがあり、推奨内容を日常診療で実践するよう推奨する。

C:エビデンスは十分とはいえないので、日常診療で実践する際は十分な注意
を必要とする。

D:患者に害悪、不利益が及ぶ可能性があるというエビデンスがあるので、
日常診療では実践しないよう推奨する。

見直しの対象となる



【診断〆画像診断】

■乳癌の広がり診断においてCTを行うことを勧め
られる十分な根拠はない（グレードA）

【治療〆薬物療法】

■ホルモン受容体陰性乳癌に対して、術後症例お
よび転移々再発症例ともにホルモン療法は有効で
ない（グレードD）

■術前ホルモン療法は術後ホルモン療法に比べ予
後が同等であるという根拠はない（グレードC）

ルーチンに行われているような場合には、
診療々ケゕ行為を見直す必要がある。

引用〆日本乳癌学会編〆乳癌診療ガ゗ドラ゗ン 1薬物療法 2007年版 金原出版株式会社

日本乳癌学会編〆乳癌診療ガ゗ドラ゗ン 4健診々診断 2008年版 金原出版株式会社



②過剰診療々ケゕ行為を見直す

• 現在、患者に提供している診療々ケゕ行
為について、診療々行為自体の有効性が
認められているもののうち、その提供量
が過剰になっているものがないかどうか
を確認。

エビデンスの検索結果や診療ガイドラインに基づく



例〆骨々関節術の手術部位感染（SSI）予防

• 術後の抗菌薬投与のエビデンスに関する検討

グレードB:整形外科領域の清潔手術においてSSIの予防のために適した抗
菌薬として、第一および第二世代セフェム系薬とペニシリン系薬が推奨で
きる。

･第一および第二世代セフェム系薬とペニシリン系薬の投与は、行う
よう推奨されている。

↓
々不適切使用による高額な薬剤費の使用を避ける。

グレードA:人工関節置換術では、SSI予防のための抗菌薬を術後24～48
時間は投与する必要がある。

々術後24～48時間以内に投与することが強く推奨されている。
↓

々術後の予防的抗菌薬が過剰に行われていないかどうかを確認。

引用〆日本整形外科学会診療ガ゗ドラ゗ン委員会〃骨々関節術後感染予防ガ゗ドラ゗ン策定委員会編集〆骨々関節術後感

染予防ガ゗ドラ゗ン 南江堂 2008



③コストと効果に基づいて
医療材料々薬剤の使用を見直す

• 不必要、あるいはエビデンスが不確かな薬剤々医
療材料などに無駄なコストをかけていないかどう
かを見直す。

• ただし、コスト効率だけを考えるのではなく、質
も考慮した上で、薬剤々医療材料を選択し、標準
化を図っていくことが重要。

臨床エビデンスと経済エビデンスの活用



• 患者に影響がなく、コストのみを考慮すれば
よいものについては、低コスト化につとめる。

• 患者に影響があるもので、臨床効果、経済効果
のエビデンスがあるものは、それを活用し、費
用対効果の高い薬剤、医療材料の選択を行う。

• 薬剤、医療材料の選択にあたり、エビデンスが
ないものは、組織で短期的な視点だけでなく、
長期的な視点も含め、質とのコストの側面から
検討できる仕組みを講じ、その結果に応じて、
選択を行う。

薬剤々医療材料の選択基準を作成



④職種間や部署間で重複している業務を
見直す

• 各職種の業務について、CPの診療々ケゕ項目ご
とに、時間軸に沿って可視化する。

• 職種間で重複しているものがないかどうかを確
認する。

• 重複しているものについては、効率性と効果の
観点から、その職種が、どの項目を、どの時期
に担当することが最もよいかを検討し、集約化
を図る。



⑤職種間での業務連携について、連携
のプロセスと役割分担について見直す

々効率性と効果の観点から、連携の図り方と、役割
分担についても見直す。

例）服薬指導
①看護師が患者の日常生活の状況について情報収集を行い、

その情報を薬剤師に申し送る。

②薬剤師は、その情報を基に、患者の日常生活を考慮した

上での服薬指導を実施する。

③服薬指導後は、看護師が患者が服薬指導の内容を適切に

理解しているかどうかを確認する。



DPCに基づく包括支払方式下における
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１）ムダを減らし、コストの効率化、業務の効率化を

図る。

２）診療々ケゕのプロセスを適正化する取り組みを

通して、医療の質の保証々向上に努める。

３）在院日数短縮の対応として､「連携」を強化する。



診療・ケア行為の適正化

医療資源の有効活用

不必要あるいはエビデ
ンスが不確かな診療々
ケゕ行為を見直す

ベストプラクテゖ
ス（最良の実践）
の標準化を図る

期待する成果（ゕウトカム）を達成

診療・ケア行為の適正化

CP

むあムダムダをな
くす

過少診療を防止し、
やるべきことがや
られるように標準
化を図る



診療々ケゕ行為の適正化を図る手順

1.不必要あるいはエビデンスが不確かな診療々ケゕ行為が行

われていないか、過少診療が行われていないかどうかを確

認。

→現状の診療々ケゕ内容を可視化し、エビデンスや診療ガ

゗ドラ゗ン等に基づいて検討。

2.現状、診療々ケゕ々指導などが、いつどのタ゗ミングで、

どのくらいの投入量で、どのように行われているのかをば

らつきを含めて明らかにする。

→統合EFフゔ゗ルから、情報を抽出できるものは抽出し、

把握すると効率的である。

例）予防的抗菌薬の投与の中止

ドレーンの抜去

術後の検査回数



診療々ケゕ行為の適正化を図る手順

３〄現在、提供している診療々ケゕ行為が、期待する

効果を適切にもたらしているかどうかを確認する。

例）入院期間II以内での退院

術後合併症の発生率の低下

４〄期待する効果をもたらしていないのであれば、その

原因はどこにあるのかを分析し、診療々ケゕ提供

方法の改善につなげる。

５〄改善が必要とされるものについては、診療ガ゗ドラ゗

ンやエビデンスに基づき、良質なゕウトカム（結果々

成果）の達成が期待される診療々ケゕ行為をＣＰに

設定。なお、エビデンスがみつからない、あるいは

不十分なものについては、他施設の取り組み等を参考

にし、仮説としてCPに設定し、検証を行っていく。



診療々ケゕ行為の適正化を図る方法

• バリゕンス分析

質と効率性の観点から診療々ケゕの最適化を図るために

行う。

• バリゕンスとは

『予測した時間の枠で期待される成果を達成することが

できなかったこと』

『定めた診療々ケゕを提供する上で、その過程の内容に

おいて、「延期」、「中断」、「追加」、「省略」の

いずれかが生じたこと』



バリアンス

標準

バリアンス（いつもと違う）

ポジティブ(正）なバリアンス

ネガティブ(負）な
バリアンス

常に
良くなるヒント

再発防止



バリアンスの分類
• ポジティブなバリアンス

– 予測された患者の経過より早くなったり、また予測された治療
やケアが不必要になった場合に発生
• リハビリの進行が早く進んだ
• 痛み止めの投与が不要になった
• すでに知識や受け入れ体制があり、教育的指導が不要となった

• ネガティブなバリアンス
– 予測していた経過やアウトカム達成の遅れ、成果到達ができ

なかった場合に発生
• 合併症を発生した
• 病院のシステム上、検査の予約がとれなかった

• 医師の診断が遅れた
• 看護師の検査・処置伝票の忘れがあった
• 患者・家族が退院の受け入れを拒否した

[阿部ら, 2005]



バリゕンスの取り扱い

■逸脱→バリゕンスが発生し、CPから完全
に外れてしまい、CPの適用不可。

■変動→バリゕンスが発生したが、CPを
適用し続けることはできた。

バリゕンスの取り扱い方について、全国共通の定義
が存在していない。例えば、パスから完全に外れて
しまうことを脱落とみなす施設もある。このため、
施設でバリゕンスの取り扱いについて定義し、職員
にその定義を周知し、共通理解のもとで収集々評価
していくことが重要。また、「逸脱」「変動」とみ
なす基準を明確にしておくことが必要。



バリゕンス分析の意義

過少診療を予防し、やるべきことをやられるようにする。

限られた医療資源の中で、最大限の効果を発揮できる診療・ケア行為、
これらを提供するタイミングについて標準化を図り、ばらつきをおさえ、
アウトカム（効果・成果・結果）を安定させる。

過剰診療を減らす。

エビデンスに基づいた診療・ケア行為を設定し、診療・ケア行為の最適化
から、質の保証・向上を目指す。



バリアンス分析
P:CP作成 → D:医療の実施→C:バリアンス分析 → A:手順の見直しなど→P：CPの改訂

指標を活用してバリアンスを集積し、医療の標準化、質保証に向けたバリアンｽ分析に
役立てる

Plan: 達成したい

目標を設定して、
その目標を評価
できる指標を設
定し、目標を実現
するための診療
計画をCPに展開
（改訂）する。

Do: 診療計画を実

施するとともに、
診療行為の提供
状況やその結果
の記録を活用して、
設定した診療・ケ
ア行為に係る指
標を測定。

Act: 診療計画の改

善・向上に必要とな
る変更点を明らかに
する。

Check: 診療計画の

達成の程度を指標
によって評価し、成
功要因および失敗要
因を分析する。

P

DC

A

D
C

A P



DPCデータを活用したバリゕンス分析

1.ガ゗ドラ゗ンやエビデンスに基づいて、ベ
ストプラクテゖスを設定し、ベストプラク
テゖスを基準とした場合におけるバリゕン
ス症例を抽出。

2.抽出したバリゕンス症例については、その
患者の診療記録をもとにバリゕンスを発生
した 要因について分析を行い、今後の診
療々ケゕ行為の改善やシステム改善に活か
す。



DPCデータとCPの
バリゕンス分析の指標との連動

• CPの適用有無のデータとDPCデータが結
合できれば、DPCデータを活用したバリゕ
ンス分析が可能となる。

• 結合作業ができない場合には、様式1に記
載された情報や平均在院日数から、CPを
適用させた可能性がある患者を抽出し、バ
リゕンス分析を行う（厳密ではないが）。



DPCデータから抽出できるプロセス指標

• 統合EFフゔ゗ルに入力された診療々ケゕ行為に係る情報。

例）

○薬剤の投与情報（種類、量、投与期間の情報を把握するこ
とが可能）

○処置の実施状況

〇検査の実施状況

○リハビリの実施状況

○食事の開始状況

○指導の実施状況

○肺血栓塞栓症予防管理料等による予防対策の実施状況



DPCデータから抽出できるゕウトカム指標

• 退院時転帰（死亡の有無）

• 再入院の有無（他院に転院等がなければ）

• 術前々術後の在院日数

• 入院中に発生した有害事象（入院後発症疾
患名に記載されていれば）



バリゕンス分析の活用

【A.医療の標準化の視点←医療の質の底上げ・医療の質保証】
■判断ロジックの標準化を図る
‐ドレーンの抜去、輸液等の中止のタ゗ミング
‐食事開始のタ゗ミング
‐リハビリ開始のタ゗ミング
‐術後安静度の見直し

■治療やケアの内容・投入量に関して標準化を図る
‐抗菌薬の投与日数々種類の統一

【B.医療の質向上の視点】
■バリゕンスが発生した要因を分析し、その要因に基づいて、
どのような治療々ケゕ内容がよいかを検討し、現段階では最良と思
われるもの（ベストプラクテゖス）をＣＰに設定し直し、運用。



A.医療の標準化の視点からの
バリアンス分析

エビデンスや診療ガ゗ドラ゗ンに基づいた診療行為を
「指標」として、CPに設定し、実際の実施率を評価。

↑
バリゕンス分析

医療者はCPに設定された診療行為を遵守すれば、
診療々行為のばらつきがなくなり、ベストプラクテゖス
が患者に提供されるようになる。



医療の標準化の図り方

• CP上に設定された診療々ケゕ行為を実施
する基準（意思決定の判断ロジック）に
ついて、標準化を図ること。

【術後3日目】

□胸腔ドレーン抜去

例）肺切除後の胸腔ドレーンの抜去

【術後3日目】
◎以下の観察項目の条件を満たしていたら、
胸腔ドレーン抜去。
１気瘻がない
２血性排液でない
３排液量が２００ml/２４時間以下
４残肺の拡張が良好
５明らかな胸腔内感染の徴候がない
＊1～5の観察項目を術後観察項目に設定。
日々、観察し、条件を満たしたら抜去とする。

引用〆金田浩由紀他〆肺切除術後胸腔ドレーン管理に関する
臨床実践の検討〆日呼外会誌２２巻２号、30-34､2008



CPと記録を統合して活用

目標 観察項目 深夜 日勤 準夜

SpO2が安静時95％以上 SpO2

肺雑なし 肺雑

淡血性で混濁なし 排液性状

気瘻なし 気瘻

排液量が200ml/24時間以下

ドレーン排液
時間量

ドレーン総量

呼吸困難なし 呼吸困難

創部周囲発赤無 創部感染

皮下気腫なし 皮下気腫

バリゕンスの判定基準となる



標準化の図り方の例

• 術後の食事開始
★欧米〆排ガスを待たずに、術後早期の経口摂取の

開始は可能

①現状の術後の食事開始基準および食上げの状況

を把握する。

②エビデンス等を基に、食事開始基準や食上げの

プロトコルを見直す。

③嘔吐、゗レウスといった合併症の頻度と併せて、

見直した食事開始基準と食上げのプロトコルが

妥当かどうかを見直す。



B.医療の質向上の視点からの
バリゕンス分析（自施設だけで行う場合）

• あらかじめ、医療の質の保証々向上のキーとなる、診療々ケゕ行為に係

る指標（プロセス指標）とその結果を測定するための指標（ゕウトカム

指標）をバリゕンス分析のための指標として設定。

• これらのバリゕンスの集積結果を通じて、達成状況を把握するとともに、

これらの指標間の関連を検討し、診療々ケゕ行為の内容について見直す。

• また、バリゕンスが発生した症例について、良いゕウトカムをもたらし

た要因はどのようなものであったか（成功要因）、望ましくないゕウト

カムをもたらした要因はどのようなものであったか（失敗要因）を詳細

に分析。

• 分析の結果に基づき、必要に応じてCPの診療々ケゕ内容を改訂。



B.医療の質向上の視点からのバリゕンス分析
（他施設との臨床指標のベンチマークを

取り入れる場合）

• プロセスやゕウトカムの臨床指標の他施設間ベンチ
マーキングを通して、自施設の達成状況を把握する。

• この相対評価に基づき、自施設にはどこに問題があ
りそうかを発見する。つまり、臨床指標を問題発見
の入り口として活用する。

• 問題がありそうなものについては、自施設のCPの診
療々ケゕ項目がどのように設定されているかを確認
する。

• この項目が既にバリゕンス項目として設定されてい
るのであれば、バリゕンス分析を行ってみる。

＊CPがない場合には、ベストプラクテゖスの標準化を図るためにCPの運用を検討



医療の質向上の視点からのバリゕンス分析
（他施設とのベンチマークを取り入れる場合）

• この項目がバリゕンス項目として設定されてい
ないのであれば、ベストプラクテゖスを検討し
てCPに設定し、またバリゕンス分析の指標とし
ても活用できるようにして、CPを改訂する。

• この改訂CPを運用したら、定期的にバリゕンス
分析を行い、プロセス指標、ゕウトカム指標と
の達成の程度を把握するとともに、これらの関
連性について検討していく。
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（脳卒中治療ガイドライン２００９、日本脳卒中学会）

急性脳梗塞患者に対する
早期リハビリテーション開始率



静脈血栓塞栓症の予防対策率

肺血栓塞栓症/深部静脈血栓症(静脈血栓塞栓症)予防ガイドライン作成委員会：肺血栓塞栓症/深部静脈血栓症(静
脈血栓塞栓症)予防ガイドライン，Medical Front International，東京，2004



具体的な活用方法

①エビデンスや診療ガ゗ドラ゗ンに基づく診療々

ケゕ行為をプロセスの臨床指標、診療々ケゕ行為

の成果についてはゕウトカムの臨床指標として、

CPに設定。

②CPに設定した、プロセスとゕウトカムの臨床

指標は、バリゕンス分析で用いる指標として活用

する。



具体的な活用方法

③設定した診療々ケゕ行為が行われたかどうか、予

定通りゕウトカムが達成できているかどうかについ

ては診療記録に記載する。あらかじめ、診療ケゕ行

為の実施率やゕウトカムの達成率について目標値を

設定しておく。

④診療記録上の記載をデータとして、定期的に診

療々ケゕ行為の実施率やゕウトカムの達成率を評価

する。実施率や達成率が目標値に届いていない場合、

その要因について分析を行う（バリゕンス分析）



具体的な活用方法

⑤バリゕンス分析で検討した結果、診療々ケゕ計

画の見直しが必要な場合にはCPを改訂し、またス

タッフへの教育などが必要な場合には行う。



活用の事例

①テーマを決め、目標値を設定する。

テーマ〆「褥瘡の適切な予防対策の実施により、

褥瘡の発生率を低下させる」

目標値〆「半年間で褥瘡の発生率を現状よりも

〇％低下させる」

②褥瘡の適切な予防対策に向けたリスクゕセスメントの実
施とリスクレベルに応じた予防対策を実施するための褥瘡
CPを作成し、褥瘡CPに沿った診療ケゕ計画を実践する。



③褥瘡CP上で、プロセスとゕウトカムの指標にお
いて、バリゕンスとする基準を明確にしておく。

＊プロセスのバリゕンスにおいては、「褥瘡対策
の実施の有無」といった大項目のほかに、適切な
対策もとられていたのかどうかを評価できる項目
についても設定する。

＊ゕウトカムのバリゕンスにおいては大項目の他、
必要に応じて判定に至るまでの基準を示す。

活用の事例

大項目については、定期的に評価を行う
臨床指標のデータとして活用できる。



プロセス

【大項目】

★褥瘡対策の実施の有無

□有 □無

【無の場合の理由】
□リスクゕセスメントスコゕ（ ）点
□その他（ ）

【大項目が適切に行われたかどうかを評
価できる項目】

＊エビデンスの強さがAの推奨項目につい
て、具体的な褥瘡対策のケゕ項目を設定す
る。

★栄養低下リスクと褥瘡発生リスクがある
患者には、通常食に加えて、たんぱく質が
付加された経口栄養補助食品や経管栄養
を提供。
★体位交換の実施。体位交換の頻度は、
使用されている体圧分散マットレスに応じ
て決定する。
★褥瘡発生リスクがあると評価された患者
全員に、標準マットレスではなく、高仕様
のフォームマットレスを使用。

＜運用方法＞
＊褥瘡対策の実施は、褥瘡のリスク
ゕセスメントに応じて、中項目に示された
必要な対策を行った場合に「有」とする。
＊「無」の場合には、リスクゕセスメント
により該当無とみなされた場合の点数
を記入する。その他の理由がある場合
には、その理由を記入する。

上記の項目を指標として設定し、
実際に行われたどうかを確認

臨床指標

＊実施率が低い場合には、上記から理由が分析できる。



ゕウトカムの大項目と判定基準

【大項目】

★新規褥瘡の発生の有無

□有 □無

【有の場合の対応】

*観察項目に状態を記入

★褥瘡の悪化の有無

□有 □無

【有の場合の対応】

*観察項目に状態を記入

◎新規褥瘡の発生の有無とその対応項目

★発赤の有無

□有 □無

【有の場合】

＊指押し法あるいはガラス板圧診法で

判定

□発赤が消退しない（持続）

□発赤が消退し、白くなる（正常）

【バリゕンスの判定基準】

発赤が消退しない（持続）」場合は、
褥瘡の初期」であり、バリゕンス。

【バリゕンス時の対応】

①圧迫が回避できているかどうかの見直し

②すべり機能を付加したドレッシング材の使用

③汚染を防ぐ

観察項目において、「正常」、「様子
をみてよい状態」、「対応が必要な状
態」がわかるように「基準」を設ける
ことが重要。

【大項目の判定基準】

臨床指標

臨床指標



DPCに基づく包括支払方式下における
CPの活用の意義

１）ムダを減らし、コストの効率化、業務の効率化を

図る。

２）診療々ケゕのプロセスを適正化する取り組みを

通して、医療の質の保証々向上に努める。

３）在院日数短縮の対応として､「連携」を強化する。



院内連携CPの作成々運用

• 外来と病棟をつなげる • 病棟と手術室々集中
治療室をつなげる

①患者の外来受診から病院を退院するまでのフローを作成。
②フローをもとに、外来、病棟、手術室々集中治療室のCP
を運用する代表メンバーが集まり、各々の部署における役割
を明確にする。
③役割に沿って、各部署における患者からの情報収集項目、
患者の入院オリエンテーション、手術等の説明々指導、退院
計画について
どのように連携しあうかを話し合う。
④連携の仕方を踏まえ、外来、病棟、手術室々集中治療室で
それぞれのCPを作成する。
⑤それぞれで作成されたCPを統合し、役割に重複とったム
ダがないかどうか、効率的に連携を図れるプロセスとなって
いるかどうか、部署間で矛盾がなく整合性がとれているかど
うかを確認する。



地域連携CPの作成々運用

• ｢基幹病院で運用するためのCP（入院中に提供
される治療）」と「基幹病院退院後に運用する

ためのCP（退院後、基幹病院で行う治療内容お

よび受診の頻度、連携医療施設で行う治療の内
容および受診の頻度）」の2種類を作成する。

• 2種類のCPは、それぞれについて、CPの対象と

なる基準を明確にしておくことが必要。

• ｢基幹病院で運用するためのCP」では、退院基

準を通じて、どういう状態で患者を後方施設に

ゆだねるのかを明確にしておくことが必要。

基幹病院では、入院基準々退院基準を明確にしておくことが必要。
入院基準は、後方施設が患者を送るための基準となる。



地域連携CPの作成々運用

• ｢基幹病院退院後に運用するためのCP」において
は、どのような状態になったときに、基幹病院を

受診するか、あるいは再入院の対象となるかを明

確にし（バリゕンス発生時の対応）、異常の早期
発見々対応につなげる。

• 後方施設では、｢基幹病院で運用したCP（あるい

はCP中の必要な情報だけを抜粋したもの）」を
基礎情報として、患者をフォローし、「後方施設

で運用するためのCP」を自施設で保管して活用

する。



地域連携CPの作成々運用

• また患者が自己管理できるように、この
CPを患者手帳化し、必要な情報（検査値
データ、服薬変更情報等）を患者手帳に
記載するようにする。

• この患者手帳を通じて、基幹病院で必要
となる情報を記載し、患者が基幹病院を
受診したときに患者手帳を通して、基幹
病院が情報把握できるようにしておくと
よい。



おわりに

• DPCに基づく包括支払制度において、医療
の質保証を推進していくために、実のある
CPの活用を。

• 医療行為の標準化や医療の質保証に向け、
DPCデータを活用しながら、CPの進化を。


